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新型コロナウイルス感染症の影響による自殺対策強化についての意見書 

 

厚生労働省などが集計した自殺者速報値によると、2020年の全国の自殺者はリ

ーマンショック直後の2009年以来11年ぶりに増加に転じ、前年比約3.7％（750人）

増の2万919人、そのうち小中高生の自殺者は440人で過去最多となった。また、女

性は14.5％の大幅な増加となっている。これらの自殺増加には、新型コロナウイ

ルスの感染拡大が大きく影響していると見られている。 

小中高生については、一斉休校など教育環境の激変によって、新たな悩みに直

面していることが懸念されている。また、女性の自殺増加については、女性の就

業が多い飲食・宿泊などの業界で経営難による廃業や業務縮小が相次いでいるこ

とや、在宅勤務・休校・保育所や介護サービス事業所の閉鎖などによる育児・介

護負担の増加、家庭内暴力の増加などの影響が指摘されている。 

これまで国は自殺対策基本法を定め、自殺対策に関する国民の理解の増進や各

地方自治体が実施する相談、人材育成、普及啓発等への支援など、総合的な自殺

対策を実施してきた。 

しかし、新型コロナウイルスの感染拡大により、従来の対策だけでは十分とは

いえない状況となっている。 

よって、国においては、新型コロナウイルス感染症の影響による自殺を防止す

るため、下記事項について特段の措置を講じられるよう強く要請する。 

 

記 

 

１ 休校やオンライン授業に伴う小中高生の新たな悩みに対応するため、学校に

おける相談機能を強化すること。 

２ 家庭内における育児・介護負担が増加している現状に鑑み、育児・介護従事

者に対する相談体制の強化を図ること。 

３ 自殺防止に関する広報・啓発やＳＮＳを活用した相談窓口を拡充するととも

に、自殺対策に取り組むＮＰＯなど民間団体との連携を強化すること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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